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令
和
六
年
八
月
二
十
三
日

講
師

福
岡

政
行
氏
（
白
鴎
大
学
大
学
名
誉
教
授
）

　
　
　
第
二
十
五
回
政
治
経
済
講
演
会
を
開
催

　
　
　
　
　
　「
解
散
総
選
挙
の
行
方
」

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
於
か
め
あ
り
リ
リ
オ
ホ
ー
ル

第
二
十
五
回
政
治
経
済
講
演
会
は
、
葛
飾
区
出
身
バ
レ
ー
ボ
ー
ル
の
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
選
手
・
益
子
直
美
氏
を
予
定
し
て
い

た
が
、
急
き
ょ
、
や
む
な
き
事
情
に
よ
り
同
じ
く
葛
飾
区
出
身
の
政
治
評
論
家
で
あ
る
福
岡
政
行
氏
に
ご
出
演
い
た
だ
い
た
。

司
会
の
大
畑
副
会
長
の
第
一
声
。

ま
ず
、
主
催
者
を
代
表
し
、
増
田
会
長
が
あ
い
さ
つ
し
た
。
会
長
は
昭
和
二
十
四
年
に
誕
生
し
た
法
人
会
の
歴
史
に
ふ
れ
、

諸
活
動
を
紹
介
。
全
日
本
企
業
の
四
分
の
一
を
組
織
す
る
法
人
会
が
納
税
意
識
の
高
揚
、
税
制
へ
の
提
言
活
動
を
続
け
る
も
、

や
は
り
い
ま
一
層
の
会
員
増
加
が
必
要
と
強
調
。
聴
衆
に
入
会
を
促
し
た
。

福
岡
講
師
は
葛
飾
区
出
身
。
葛
飾
野
高
校
時
代
の
思
い
出
か
ら
大
学
受
験
の
エ
ピ
ソ
ー
ド
を
披
露
。
早
稲
田
大
学
の
ア
ナ

ウ
ン
ス
部
を
経
て
駒
澤
大
学
の
大
学
院
、
そ
の
後
築
い
た
政
界
人
脈
か
ら
、
今
旬
で
あ
る
自
民
党
総
裁
選
の
行
方
を
講
師
の

み
ぞ
知
る
候
補
予
定
者
の
月
旦
評
を
交
え
つ
つ
占
い
、
さ
ら
に
は
早
期
に
予
想
さ
れ
る
解
散
総
選
挙
に
ふ
れ
、
自
ら
の
構
想

と
予
想
を
語
っ
た
。

最
後
に
「
黄
色
い
ハ
ン
カ
チ
政
党
」
の
構
想
を
。
消
費
税
一
律
十
パ
ー
セ
ン
ト
、
食
品
飲
料
は
ゼ
ロ
、
ダ
ブ
ル
テ
ィ
ー

チ
ャ
ー
制
度
（
教
師
は
も
ち
ろ
ん
消
防
や
警
察
の
Ｏ
Ｂ
含
め
採
用
し
て
子
ど
も
た
ち
の
安
心
安
全
を
図
る
）、
大
変
な
シ
ン
グ

ル
マ
ザ
ー
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
し
て
月
三
万
か
ら
五
万
円
の
助
成
金
支
給
す
る
と
い
う
も
の
。

ま
た
、
日
本
の
人
口
激
減
こ
そ
が
最
大
の
問
題
と
し
、「
人
口
が
減
っ
て
景
気
が
豊
か
に
な
る
こ
と
は
な
い
」
と
の
言
葉
ど

お
り
、
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
日
本
の
人
口
増
を
阻
む
問
題
は
山
積
、
そ
れ
で
も
あ
き
ら
め
ず
に
進
む
し
か
な
い
と
し
た
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、「
人
生
に
学
歴
は
必
要
な
し
。
や
り
た
い
こ
と
を
貫
け
ば
必
ず
通
ず
」
と
訴
え
て
講
演
を
終
え
た
。

閉
会
の
辞
は
山
本
副
会
長
が
行
っ
た
。
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令
和
六
年
度
　
　
　

　
　
法
人
会
と
区
民
の
集
い
が
開
催
さ
れ
る

日

時

･･･
十
月
二
十
二
日

場

所

･･･
か
つ
し
か
シ
ン
フ
ォ
ニ
ー
ヒ
ル
ズ
・
モ
ー
ツ
ァ
ル
ト
ホ
ー
ル

識
の
高
揚
と
税
務
研
修
を
通
じ
て
活
動
、
現
在
は
公

益
社
団
法
人
と
し
て
地
域
貢
献
に
い
そ
し
む
現
状
を

披
歴
し
た
。
続
い
て
青
木
葛
飾
区
長
が
駆
け
つ
け
て

登
壇
、
葛
飾
法
人
会
の
税
に
か
か
わ
る
活
動
、
ま
た

広
範
な
公
益
事
業
を
評
価
し
、
さ
ら
な
る
期
待
を
寄

せ
た
。

第
一
部
は
葛
飾
税
務
署
の
鎌
田
審
理
専
門
官
に
よ

る
徴
収
部
門
時
代
の
よ
も
や
ま
話
。
滞
納
徴
収
に
は

特
別
の
権
限
が
あ
る
こ
と
、
執
行
に
伴
う
人
間
的
な

ふ
れ
あ
い
な
ど
、
な
か
な
か
聞
け
な
い
話
が
あ
っ
た
。

第
二
部
は
斯
界
の
才
女
、

坂
本
冬
美
さ
ん
公
認
、
坂
本

冬
休
み
の
も
の
ま
ね
シ
ョ
ー
。

変
装
七
変
化
で
数
々
を
歌
い

上
げ
、
会
場
は
爆
笑
の
渦
と

な
っ
た
。

第
三
部
は
山
口
か
お
る
の

第
一
部

税
務
署
職
員
に
よ
る
税
の
講
習

第
二
部

も
の
ま
ねS

how

坂
本
冬
休
み
　
　

第
三
部

歌
謡
シ
ョ
ー
　
　  

山
口
か
お
る

令
和
六
年
度
の
葛
飾
法
人
会
の
公
益
事
業
「
法
人

会
と
区
民
の
集
い
」
は
、
第
一
部
に
税
務
署
職
員
に

よ
る
「
税
の
よ
も
や
ま
話
」、
第
二
部
に
は
も
の
ま
ね

芸
人
の
坂
本
冬
休
み
さ
ん
、
第
三
部
に
は
葛
飾
の
美

声
・
山
口
か
お
る
さ
ん
を
迎
え
て
盛
り
だ
く
さ
ん
の

催
し
と
な
っ
た
。

司
会
の
大
畑
副
会
長
の
一

声
、
山
本
副
会
長
の
開
会
の
辞

に
て
始
ま
る
。
続
い
て
増
田
会

長
が
法
人
会
を
代
表
し
て
あ
い

さ
つ
、
本
会
が
自
主
申
告
納
税

を
通
じ
て
戦
後
の
復
興
を
支
え

た
歴
史
に
ふ
れ
、
終
始
納
税
意

歌
謡
シ
ョ
ー
。

「
葛
飾
細
田
か
ん
ら
ん
音
頭
」。
細
田
発
祥
の
春

キ
ャ
ベ
ツ
の
マ
ス
コ
ッ
ト
・
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
「
カ
ン

ラ
ン
ち
ゃ
ん
」
そ
し
て
踊
り
手
の
皆
さ
ん
と
と
も
に

登
場
、
な
じ
み
の
名
曲
を
歌
い
上
げ
た
。
こ
ち
ら
も
、

も
の
ま
ね
芸
人
「
亀
ひ
ろ
し
」

や
「
ま
っ
ち
ゃ
ま
」
が
加
わ
っ

て
会
場
は
最
後
ま
で
大
変
な

盛
り
上
が
り
。
最
後
は
実
行

委
員
長
で
あ
る
矢
部
副
会
長

が
挨
拶
を
し
て
こ
の
楽
し
い

会
を
締
め
く
く
っ
た
。
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葛
飾
税
務
署
定
期
異
動
の
お
知
ら
せ

深
秋
の
候
、
公
益
社
団
法
人
葛
飾
法

人
会
の
皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、

益
々
ご
清
栄
の
こ
と
と
お
慶
び
申
し

上
げ
ま
す
。

七
月
の
定
期
人
事
異
動
に
よ
り
、
葛

飾
税
務
署
長
を
拝
命
い
た
し
ま
し
た

山
根
と
申
し
ま
す
。
葛
飾
署
に
は
昭

和
六
十
三
年
七
月
か
ら
平
成
二
年
七

月
ま
で
の
三
年
間
、
総
務
課
に
勤
務

し
て
お
り
、
三
十
三
年
後
に
署
長
と

し
て
着
任
さ
せ
て
い
た
だ
け
る
と
は
、

感
慨
ひ
と
し
お
で
す
。
前
任
の
島
津

同
様
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ

ま
す
。

葛
飾
法
人
会
の
皆
様
方
に
お
か
れ

ま
し
て
は
、
正
し
い
税
知
識
の
普
及
と

納
税
意
識
の
高
揚
の
た
め
、「
税
に
関

す
る
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル
」
の
募

集
活
動
・
表
彰
式
を
開
催
さ
れ
る
ほ

か
、
多
く
の
区
民
が
来
場
さ
れ
る
様
々

な
公
益
活
動
を
活
発
に
展
開
さ
れ
る

と
と
も
に
地
域
イ
ベ
ン
ト
に
も
参
加

さ
れ
る
な
ど
、
会
員
企
業
並
び
に
地

域
社
会
の
健
全
な
発
展
に
大
き
な
役

割
を
果
た
さ
れ
て
お
り
、
増
田
会
長

を
は
じ
め
役
員
の
皆
様
方
の
ご
尽
力

と
熱
意
あ
る
活
動
は
、
私
ど
も
税
務

行
政
に
携
わ
る
者
と
し
て
大
変
心
強

く
感
じ
て
お
り
ま
す
。

今
後
と
も
、
公
益
社
団
法
人
と
し
て

実
り
あ
る
事
業
を
展
開
し
て
い
た
だ

き
ま
す
よ
う
ご
期
待
申
し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
近
年
、
更
な
る
経
済
成
長

や
生
産
性
の
向
上
に
向
け
た
社
会
全

体
の
デ
ジ
タ
ル
化
が
不
可
欠
と
な
っ

て
お
り
、
税
を
含
む
あ
ら
ゆ
る
分
野

で
デ
ジ
タ
ル
化
が
急
速
に
広
ま
っ
て

い
ま
す
。

国
税
庁
で
は
、「
納
税
者
の
利
便
性

の
向
上
」「
課
税
・
徴
収
事
務
の
効
率

化
・
高
度
化
等
」「
事
業
者
の
デ
ジ
タ

ル
化
促
進
」
の
三
つ
を
柱
と
し
た
「
税

務
行
政
の
将
来
像
二
〇
二
三
」
を
公
表

し
て
お
り
ま
す
が
、
な
か
で
も
「
事
業

者
の
デ
ジ
タ
ル
化
促
進
」
は
、
事
業
者

の
方
が
日
頃
行
う
事
務
処
理
を
、ED

I

（
電
子
デ
ー
タ
交
換
）
や
電
子
イ
ン
ボ

イ
ス
の
国
際
規
格
で
あ
るPeppol

（
ぺ

ポ
ル
）
な
ど
を
活
用
し
て
一
貫
し
た

デ
ジ
タ
ル
処
理
を
実
現
す
る
こ
と
で
、

事
業
者
の
方
の
生
産
性
の
向
上
に
加

え
、
経
営
の
高
度
化
が
期
待
さ
れ
る

と
こ
ろ
で
す
。

更
に
、
個
々
の
事
業
者
の
方
の
デ

ジ
タ
ル
化
が
促
さ
れ
ま
す
と
、
デ
ジ

タ
ル
化
の
推
進
が
更
な
る
デ
ジ
タ
ル

化
に
つ
な
が
る
好
循
環
が
生
み
出
さ

れ
、
結
果
と
し
て
社
会
全
体
の
Ｄ
Ｘ

推
進
に
つ
な
が
り
、
社
会
全
体
に
デ

ジ
タ
ル
化
の
メ
リ
ッ
ト
が
波
及
す
る

こ
と
も
期
待
さ
れ
ま
す
。

葛
飾
法
人
会
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、

引
き
続
き
会
員
の
皆
様
に
対
し
て
、
法

人
税
の
財
務
諸
表
等
の
添
付
書
類
も

含
め
た
「A

LL e-T
ax

」
や
年
末
調
整

手
続
の
電
子
化
を
は
じ
め
と
し
ま
し

て
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付
を
含
め

た
様
々
な
側
面
か
ら
業
務
の
デ
ジ
タ

ル
化
促
進
を
働
き
掛
け
て
い
た
だ
き

ま
す
よ
う
、
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

結
び
に
当
た
り
、
公
益
社
団
法
人

葛
飾
法
人
会
の
益
々
の
ご
発
展
と
会

員
の
皆
様
方
の
ご
健
勝
並
び
に
事
業

の
ご
繁
栄
を
心
か
ら
祈
念
い
た
し
ま

し
て
、
着
任
の
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
す
。

署　長

山
やま

根
ね

由
ゆ

紀
き

子
こ

着
任
の
ご
挨
拶

新
署
長
に
は
東
京
国
税
局
徴
収
部

特
別
整
理
総
括
第
二
課
か
ら
山
根
氏
、

　
　
　  

島
津
署
長
は
、税
務
大
学
校
へ
!!



7

法人会関係署幹部のご紹介法人会関係署幹部のご紹介法人会関係署幹部のご紹介

葛飾税務署 新名簿（令和６年人事異動） 《令和６年7月10日現在》

役　職　名
令和６事務年度

役　職　名
令和６事務年度

氏　　名 異　動　元 氏　　名 異　動　元
署 長 山 根 由紀子 東京局・徴収部・特別

整理総括第二課・課長 法人第４統括官 木 村 吏佐子 （留任）
副　署　長（法） 森　　 正 宏 （留任） 法人第５統括官 岡 田　真 澄 （留任）
副　署　長（総） 蛸 星　英 司 （留任） 法人第６統括官 岡 野　晃 幸 芝署・特官（法人）・上席
総 務 課 長 松 本　嘉 英 館山署・総務課・総務課長 審理専門官（法人） 鎌 田　兼 司 （留任）
特別国税調査官（法） 植 山　和 代 （留任） 連絡調整官（法人） 大多和 宏 司 （留任）
特別国税調査官（法） 小 林　康 行 日本橋署・特官（法人）・特官 法 人（審理調査官） 小 林　裕 貴 葛飾署・法人５・調査官
法人第１統括官 橋 上　友 紀 （留任） 源 泉（審理上席） 成 川　陽 一 （留任）
法人第２統括官 田 辺　浩 子 東京局・課税第二部・法人課税

課・源泉事務センター・実査官 総 務 課 長補佐 杉 本　和 代 東京局・業務センター・
国税管理官

法人第３統括官 山 田　伴 政 茂原署・法人２・統括官

副 署 長

森
もり

 　　正
まさ

宏
ひろ

出 身 地　東京都
コメント　 葛飾税務署２年目となり

ました。引き続きよろし
くお願いいたします。

法人課税第２部門　統括官

田
た

辺
なべ

浩
ひろ

子
こ

出 身 地　千葉県
コメント　 この度の人事異動で、東

京国税局から異動してま
いりました。１年間どうぞ
よろしくおねがいいたし
ます。

法人課税第１部門　統括官

橋
はし

上
がみ

友
ゆ

紀
き

出 身 地　千葉県
コメント　 葛飾税務署２年目となり

ました。引き続きよろし
くお願いいたします。

総務課長

松
まつ

本
もと

嘉
よし

英
ひで

出 身 地　大分県
コメント　 この度の人事異動で、館

山税務署から異動してまい
りました。１年間どうぞよ
ろしくおねがいいたします。

法人課税第２部門　源泉審理上席

成
なり

川
かわ

陽
よう

一
いち

出 身 地　大阪府
コメント　 葛飾税務署３年目となり

ました。引き続きよろし
くお願いいたします。

法人課税第１部門　法人審理調査官

小
こ

林
ばやし

裕
ひろ

貴
き

出 身 地　千葉県
コメント この度の人事異動で、法

人審理担当となりました。
１年間どうぞよろしくお
願いいたします。
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法
人
会
か
ら
の
提
言

主要先進国の債務残高（対GDP比）

（出所） IMF “World Economic Outlook”（2023年10月）（注1）数値は一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を

合わせたもの）ベース。（注2）日本は、2022年から2024年が推計値。それ以外の国は、2023年及び2024年が推計値。
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公益財団法人 全国法人会総連合

会長 小林 栄三
伊藤忠商事（株）名誉理事

主要先進国の債務残高（対GDP比）
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合わせたもの）ベース。（注2）日本は、2022年から2024年が推計値。それ以外の国は、2023年及び2024年が推計値。
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公益財団法人 全国法人会総連合

会長 小林 栄三
伊藤忠商事（株）名誉理事

中小企業を中心として全国約70万社の会員企業で構成される“経営者の団体”「公益財団法人 全国法人会総連合 （略称：全法連）」は、9月19日開催の理事会

において「令和7年度税制改正に関する提言」を決議しました。新型コロナの世界的な流行が収束し、我が国における社会・経済活動もほぼ以前の状態に

回復したと言えます。ただ、日本では100兆円規模とされる莫大なコロナ危機対応予算を計上したことで、国と地方を合わせた長期債務残高は、本年3月末で

1,285兆円を突破しました。安定的な経済成長と日本経済の持続可能性

を高めるためには、財政健全化に向けて財政規律を回復させることが

重要です。本年3月、日本銀行は消費者物価の上昇などに対応してマイナス

金利政策を解除し、17年ぶりに金利の引き上げに踏み切り、さらに7月には

追加利上げも実施しました。「金利のある世界」への回帰を踏まえ、安定的

な税・財政運営のために新たな財政再建目標の策定は急務であると考え

ます。また、地域経済や雇用の担い手である中小企業は、地域活性化の

中心的な役割を担っています。地方創生を支える観点からも事業承継を

含め、中小企業に対するきめ細かな税財政上の支援は欠かせません。

意見広告

令和7年度税制改正に関する提言（概要）

１．財政健全化に向けて
・本年6月から始まった定額減税は、企業や地方自治体に多大な事務負担を強いている。マイナンバーを活用する

などして給付対象を限定し、より高い政策効果を目指すべきであった。与党内では物価高などを背景に来年も
継続するように求める声もあるが、政策効果が不透明で企業の事務負担が重い減税は継続すべきではない。

・こども・子育て政策（加速化プラン）として、2028年度までに年間3.6兆円の予算規模とする方針だが、この
財源は社会保障の歳出改革や医療保険料に上乗せして徴収する「支援金制度」などで賄うとしているが、
現役世代への実質的な隠れ増税と言える。政府は負担の議論から逃げず、消費税を含めた安定的な財源
確保策を検討し、持続可能な社会保障制度の確立と財政健全化の両立を目指すべきである。

２．企業への過度な保険料負担の抑制
・中小企業は物価高騰に直面する中で、最低賃金の大幅な引き上げや物価上昇を上回る賃上げが求められて

おり、厳しい経営を強いられている。企業に対する過度な保険料負担を抑え、経済成長を阻害しないような
  社会保障制度の確立が求められる。
・配偶者控除等の税の問題や年金等の社会保障の問題は、就労調整が行われる一つの要因であり、人手不足
  に直面する中小企業にとって重要なテーマである。女性の就労を支援する政策を含め、税と社会保障の問題
  を一括して議論する必要がある。

３．行政改革の徹底等
・ 行政改革を徹底するに当たっては、地方を含めた政府・議会自らが「まず隗より始めよ」の精神に基づき、率先
  して身を削らなければならない。
・今般の政治資金をめぐる問題については、多くの国会議員が法的な責任を免れるなど、国民の納税意欲を著しく
  阻害するものとなった。国民の政治に対する不信感は極度に高まっていると厳しく認識し、政治資金規正法の不断
  の見直しなどに取り組み、政治資金に関する透明性の向上や使途の適正化、罰則の厳格化を図るべきである。

１．中小企業の活性化に資する税制措置
中小企業は地域経済の担い手であるだけでなく、日本経済の礎でもある。とくに中小・零細企業は企業全体の
9割以上、国内雇用の7割を占めている。そうした企業が将来にわたって存在感を発揮するためには、中小企業
の活性化が不可欠である。

（1）中小法人に適用される軽減税率の特例15％の本則化、適用所得金額の引き上げ。
（2）「中小企業投資促進税制」、「少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置」の拡充、本則化。
（3）中小企業の事務負担軽減　等

２．事業承継税制の拡充
我が国企業の大半を占める中小企業は、地域経済の活性化や雇用の確保などに大きく貢献している。 中小企業
が相続税の負担等によって円滑な事業の承継ができなくなれば、経済・社会の根幹が揺らぐことになる。

（1）事業用資産を一般資産と切り離した本格的な事業承継税制の創設
（2）取引相場のない株式の評価の見直し
（3）相続税、贈与税の納税猶予制度の充実

３．消費税をめぐる事務負担の軽減
政府は軽減税率制度とインボイス制度について、国民や事業者への影響のほか、低所得者対策の効果等を
検証する必要があり、問題があれば制度の是非を含めてその見直しを求める。

（1）インボイス制度は導入されたが、国は、引き続き、事業者に混乱が生じないよう制度の周知を徹底するとと
　 もに、事務負担が軽減するような環境整備が必要である。また、課税事業者が免税事業者と取引を行う際、
　 取引価格の引き下げや取引の停止などの不利益を与えないよう、実効性の高い対策をとるべきである。

（2）消費税の滞納防止は税率の引き上げやインボイス制度の導入に伴ってより重要な課題となっている。消費
　  税の制度、執行面においてさらなる対策を講じる必要がある。

Ⅰ 税・財政改革のあり方 Ⅱ 経済活性化と中小企業対策

提言書の全文は、全法連ホームページに掲載しておりますので、ご覧ください。

https://www.zenkokuhojinkai.or.jp

法人会とは
私たち法人会は、中小企業を中心として全国約70万社の会員企業を擁する団体です。41都道県に440の単位法人会が組織され、創設以来70年にわたり、国の根幹ともいえる「税」の分野を中心とした活動を全国的に展開し、申告納税制度の維持・発展に寄与してまいりました。近年は、

我が国の将来を見据えた税の提言や各種研修会の開催、地域社会貢献活動に加え、次代を担う児童への租税教育や税の啓発活動、さらには企業の税務コンプライアンス向上に資する取り組みにも力を注いでいます。また、法人会青年部会を中心に、社会保障給付の抑制と安定的な国の

歳入確保に資するため「財政健全化のための健康経営プロジェクト」を展開し、①「健康経営」※を柱にした企業の活力向上がもたらす税収の増加、②適切な医療利用による医療費の適正化に向けたアクションプランに取り組んでいます。※健康経営はNPO法人健康経営協会の登録商標です。

8出典「令和 6年 9月 30 日付 日本経済新聞 朝刊 全国版掲載」
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６月から数回に分けて葛飾区の小学校をまわり租税教室を開催しまし
た。

７月５日総勢３２名でさいたま市の造幣局さいたま支局、行田市の「古
代蓮の里」と「田んぼアート」を見学して来ました。最高気温３５度
を超えるとても暑い日でしたが、充実した１日でした。

東日本大震災で津波の被害を受けた大船渡へ視察旅行に行ってまい
りました。奇跡の一本松の力強さを感じるとともに、震災の怖さを改
めて実感いたしました。

「始めよう！効果的なChatGPTによる販促と経営支援」と題し阿部
満講師による講座を当会館 3 階大会議室で行いました。 

新小岩地区センターで、今年も開催しました。講師は消防署の専任
指導員により行っています。

納涼役員会、東京湾の潮風を感じながら立石支部活動を考察。13
名の参加でした。

今年も夏休み税金教室を実施いたしました。納税の疑似体験も無事
済ませ、税の仕組みを楽しく学習していました。

今回で４回目を迎えるオープンボウリング大会を今年も参加者140
名超えで盛大に開催しました。豪華な賞品も揃えて表彰懇親会も盛
り上がりました。

女性部会　　　　 　　　　   　　　　　   ６月20日

租　税　教　室
第７地域事業部  　　　　　　　   　　     ６月29日

救　命　講　習　会

女性部会　　　　　　　　　　      　　　　７月５日

日帰りバス研修会
立石支部  　　　　　　　　    　　　       ７月24日

立石支部役員会

青戸立石支部　　　　　　　　　    ７月26日・27日

親 睦 視 察 旅 行
青年部会　　　　　　　　　　  　　　　  ８月21日

夏 休 み 税 金 教 室

事業研修委員会　　　　　　　　　　　 　 ８月28日

情 報 端 末 活 用 講 座
総務委員会 　　　　　　　     　　　 　     ９月２日

第4回オープンボウリング大会



11

日商簿記３級資格合格を目指す簿記中級講座を全12回開催しまし
た。

鹿住税制委員長が参加いたしました。当日は全国よりたくさんの法
人会の皆さんが集まり交流を深めていました。

能勢博氏を講師にお迎えし、「10歳若返る！インターバル速歩」と
題し健康セミナーを当会館３階大会議室で開催しました。

第２回青年部会研修会を「実際にあった相続の話」と題し講師に田
渕公徳氏をお招きし開催しました。

事業研修委員会　                     ９月９日 ～全12回

簿 記 学 院（簿記中級講座）
厚生委員会  　　　　　       　　     　　  ９月17日

健 康 セ ミ ナ ー

税制委員会　　　　　　　　　       　　  10月３日

第40回法人会全国大会・鹿児島大会 
第２回青年部会研修会　　　　　　　　　  10月９日

青　年　部　会
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私
と
習
字
の
出
会
い
は
小
学
生
の
時
に
遡
り
ま
す
。

皆
さ
ん
と
同
様
、
文
部
科
学
省
（
当
時
は
文
部
省
）

の
学
習
指
導
要
領
に
よ
る
も
の
で
す
。

時
は
流
れ
、
小
学
校
へ
の
入
学
を
一
年
後
に
控
え

た
娘
の
左
利
き
を
気
に
し
て
い
た
同
居
の
実
母
が《
毛

筆
だ
け
で
な
く
硬
筆
も
指
導
し
て
い
た
だ
け
る
》
と

評
判
の
書
道
教
室
を
紹
介
さ
れ
、「
お
月
謝
は
、
ば
ぁ

ば
が
払
う
か
ら
！
」
の
熱
意
も
あ
っ
て
、
つ
い
で
に

小
学
二
年
生
の
息
子
も
一
緒
に
通
わ
せ
る
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。「
お
仕
事
さ
れ
て
い
る
方
の
お
稽
古
も
し

て
い
る
の
で
、
お
母
様
も
ご
一
緒
に
い
か
が
？
」
と

お
声
を
か
け
て
い
た
だ
い
た
の
が
縁
で
、
親
子
と
も

ど
も
師
事
す
る
こ
と
に
。
小
学
生
で
は
な
い
私
は
、

『
仮
名
書
』
を
習
い
始
め
ま
し
た
。

師
匠
の
曰
く
、「
書
を
習
う
こ
と
は
文
字
の
美
的
表

現
を
習
う
こ
と
な
の
で
、
た
だ
字
を
書
く
の
は
い
け

ま
せ
ん
。
お
手
本
に
則
っ
て
、
そ
の
形
や
太
い
・
細

い
を
真
似
し
な
さ
い
。」
と
。

先
ず
は
『
文
字
の
形
の
美
し
さ
』
と
『
線
の
変
化

の
美
し
さ
』
で
す
。

文
字
を
続
け
て
書
く
連れ

ん
め
ん綿
は
仮
名
書
特
有
の
も
の

で
、
少
な
い
の
は
二
字
、
多
い
も
の
に
な
る
と
十
数

字
続
け
て
書
く
場
合
も
あ
る
の
で
す
が
、
書
き
始
め

か
ら
終
わ
り
ま
で
、
息
を
止
め
て
い
る
自
分
に
気
づ

き
ま
す
。

次
に
『
墨
色
美
』
で
す
。

墨
は
も
ち
ろ
ん
黒
色
で
す
が
、
筆
に
墨
を
十
分
に

含
ま
せ
た
潤じ

ゅ
ん
ひ
つ筆

と
か
す
れ
た
筆
使
い
の
渇か
っ
ぴ
つ筆

の
織
り

な
す
濃
淡
は
、
一
朝
一
夕
に
出
せ
る
も
の
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。
未
熟
な
私
は
、
幾
度
と
な
く
師
匠
か
ら
手

ほ
ど
き
を
受
け
る
こ
と
に
な
る
の
で
す
。

そ
し
て
『
余
白
の
美
』
で
す
。

書
で
あ
る
か
ら
に
は
、
料り

ょ
う
し紙

・
半
紙
に
文
字
を
乗

せ
る
と
こ
ろ
、
そ
の
構
成
如
何
に
よ
っ
て
そ
の
作
品

に
も
大
き
な
差
異
が
生
じ
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

仮
名
書
作
品
の
醍
醐
味
で
も
あ
る
『
散
ら
し
』
に
は
、

題
材
に
俳
句
や
和
歌
を
用
い
る
の
で
す
が
、「
ど
の
字

（
変
体
仮
名
）
を
当
て
る
か
、
構
成
を
ど
う
す
る
か
。

で
も
大
事
な
の
は
余
白
。」
と
師
匠
は
仰
る
。
字
を
書

か
な
い
部
分
の
効
果
と
い
う
の
は
計
り
知
れ
な
い
も

の
で
、
高
名
な
書
家
の
作
品
は
、
ま
る
で
一
枚
の
日

本
画
を
見
て
い
る
よ
う
な
気
分
に
な
り
ま
す
。
芸
術

の
秋
で
す
の
で
、
ぜ
ひ
書
道
展
へ
足
を
運
ん
で
み
て

は
如
何
で
し
ょ
う
。

末
尾
に
な
り
ま
す
が
、
二
十
年
近
く
お
稽
古
を
続

け
て
良
か
っ
た
な
ぁ
と
思
う
の
は
『
褒
め
ら
れ
る
嬉

し
さ
』
を
再
確
認
で
き
た
こ
と
。

大
人
に
な
る
と
、
叱
ら
れ
る
こ
と
は
あ
っ
て
も
面

と
向
か
っ
て
褒
め
ら
れ
る
こ
と
は
滅
多
に
な
い
で

し
ょ
う
？
一
生
懸
命
頑
張
っ
て
い
る
（
つ
も
り
？
）

の
に
お
手
本
通
り
に
課
題
を
書
き
上
げ
る
こ
と
が
出

来
ず
、「
ム
ム
ム
・
・
・
！
」
と
思
っ
て
い
る
時
に
、

師
匠
か
ら
「
あ
ら
、
こ
の
線
、
ス
テ
キ
に
書
け
た
わ

ね
ぇ
。」
と
か
「
こ
の
連
綿
、
お
上
手
！
花
マ
ル
差
し

上
げ
ま
し
ょ
う
。」
と
言
わ
れ
た
時
は
、
ま
た
頑
張
ろ

う
！
も
う
一
枚
書
こ
う
！
と
、
気
持
ち
が
前
向
き
に

な
り
ま
す
。

さ
あ
！
今
日
も
部
下
職
員
を
褒
め
な
く
ち
ゃ
（
安

売
り
は
し
ま
せ
ん
け
れ
ど
（
笑
）・
・
・
ね
）。

葛
飾
税
務
署
長

山

根

由
紀
子

私
と
書
道



ẔᓹᣃᆋʙѦẦỤỉおჷỤẶẕ

申請できる方 ・納税義務者本人
・法令等に基づき証明等の申請をすることについて正当な理由を有するもの
・上記の代理人

申請に必要な
もの

・パソコンもしくはスマートフォン
※推奨環境
■パソコンでのご利用

Windows Mac(Macintosh)
推奨 OS Windows 10 以降 macOS 11（Big Sur）以降
推奨ブラウザ Microsoft Edge（最新版）

Google Chrome（最新版）
Google Chrome（最新版）

■スマートフォンでのご利用
Android iPhone / iPad

推奨 OS Android 8.0 以降 iOS 13 以降
推奨ブラウザ Google Chrome（最新版） Safari（最新版）

・商業登記電子証明書もしくはマイナンバーカード
※納税義務者本人以外からの申請は、上記に加え、委任状等の確認資料を
申請フォームに添付してください。

手数料・郵送料
の納付方法

・クレジットカード又は PayPay
※対応ブランド：VISA、Mastercard、AmericanExpress、JCB、DinersClub

をご活用ください！

都税の納税証明・評価証明等の申請には

LoGoフォーム

その他詳細な手続 Q&A については、
東京都主税局 HPをご確認ください。

■ LoGoフォームでの申請について

ȷ納税証明（車検用納税証明は除きます。）

・滞納処分を受けたことのないことの証明

・酒類製造販売の免許申請のための証明

■ LoGoフォームでの申請が可能な証明
・23区内の土地・家屋名寄帳
・23区内の固定資産(土地・家屋)評価証明
・23区内の固定資産(土地・家屋)関係(公課)証明
・23区内の固定資産(土地・家屋)物件証明
・23区内の土地・家屋（補充）課税台帳

ிʮᣃɼ税ޅ ᩓ܇ဎᛪ ౨ኧ

「LoGo フォーム」による電子申請では、パソコン及びスマートフォンから証明等の申請・
手数料納付が可能です。
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葛飾都税事務所からのお知らせ
TEL. 03-3697-7511
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令和６年中に従業員に給与の支払いがあった場合は、令和７年１月１日現在に従業員の住所があ

る区市町村へ、給与支払報告書を提出してください。（退職者・パートの方などすべて対象です。）

◎提出していただく書類 提出書類は、必ず令和７年度様式で提出してください。

             様式は葛飾区ホームページからもダウンロードできます。

①給与支払報告書（総括表）

  令和６年度に特別徴収をされている事業所には、「葛飾区提出用総括表」を１１月下旬に葛飾区から

送付しますのでご使用ください。

②給与支払報告書（個人別明細書）

  記載漏れがあると、適正に課税できない場合がありますので、ご協力をお願いします。

③普通徴収切替理由書

下記理由により特別徴収ができない場合は、該当者の個人別明細書の摘要欄に普通徴収切替理由の

符号(「普 F」など)を必ず記載し、総括表・普通徴収切替理由書と併せて提出してください。

下記の「普通徴収切替理由」以外の理由で普通徴収にすることはできませんのでご注意ください。

符号 【普通徴収切替理由】

普Ａ 総従業員数が２人以下（総従業員数から以下の普 B～普 F の理由に該当する全ての

従業員数（他区市町村分を含む）を差し引いた人数）

普Ｂ 他の事業所で特別徴収する（乙欄該当者など）

普Ｃ 給与が少なく税額が引けない

普Ｄ 給与の支払が不定期 （例：給与の支払が毎月でない。）

普Ｅ 事業専従者（個人事業主のみ対象）

普Ｆ 退職者や令和７年５月末日までに退職予定の者、令和７年６月以降休職の者

◎提出先 〒124-8555 葛飾区立石 5-13-1 葛飾区総務部税務課課税係

葛飾区役所税務課からのお知らせ
葛飾区立石５－１３－１

Tel 03-5654-8550（課税係）

給与支払報告書の提出期限は令和７年１月３１日です

令和５年度より副本の提出は不要となりました。給与支払報告書（総括表）は１枚、

給与支払報告書（個人別明細書）は従業員ごとに１枚を提出してください。

葛飾区が作成した「給与支払報告書（総括表）」は様式の下部に「普通徴収切替理由書」が付属しています。

給与支払報告書は葛飾区役所税務課課税係（区役所３階３２１番）で配布します。

また、葛飾区ホームページからもダウンロードできます。

給与支払報告書については、基準年（前々年）における給与源泉徴収票の税務署への提出枚数

が１００枚以上あるときは、eLTAX 又は光ディスク等による提出が義務化されています。

eLTAX で提出する場合は、地方税ポータルシステム（地方税共同機構）のホームページをご

確認ください。

地方税ポータルシステム（地方税共同機構）ホームページ https://www.eltax.lta.go.jp

給与支払報告書は電子データによる提出をお願いします。
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葛飾区立石５-13-１　TEL. 03-5654-8550

葛飾区役所・税務課からのお知らせ



公益社団法人 葛飾法人会員

　表紙のきょうだいは東立石緑地公園を散歩し
ているようです。ここはもともと立石製薬の工
場があった場所で、1999年に工場が閉鎖され
たあと葛飾区に売却され、公園として整備され
ることになりました。2008年に開園して以来、
近隣住民の憩い場所として親しまれています。
中川からはかつしかハープ橋、墨田清掃工場の
煙突、スカイツリーといった下町のシンボルを
見ることができます。

イラスト：かつしかけいた

　「錦秋号」をお届けします。
　「私の」シリーズは山根葛飾税務署長、「葛飾企
業人」はベテラン西新小岩支部長、第７地域事業
部長の山口新一氏に登場いただきました。ご寄稿、
また取材へのご対応、まことにありがとうございま
した。
　今年の猛暑は異常でした。今ようやく猛暑去り、
しかしながら秋は短く過ぎゆく気配です。
　例年の「政治経済講演会」「法人会と区民の集い」
を何とか乗り切り、ぎりぎり今号掲載に間に合いほ
っとしております。また、さらに今号が発刊前後に
は地域事業部のイベントが多く予定されています。
すべてをご紹介して広報の一環としたいと念願しま
すが、季刊の制約故申し訳ない限りです。今後とも
広報誌として皆様に親しまれ、お役に立つ誌面を考
えてまいりたいと思います。（S）

編   集   後   記

発　行　所　 公益社団法人  葛飾法人会
　　　　　　 葛飾区立石７丁目29番２号 TEL3693-3744 FAX3693-3906
                   URL https://www.katsuhou.net　E-mail：info@katsuhou.net
発　行　人　 増　田　充　孝　　　　編　集　人　 鈴　木　隆　文

かつしかの窓
Vol.397

令和６年11月25日発行

葛飾法人会員の方は法人税申請書別表一（一）の上部欄外の右上部分に
このシールを貼ってご提出ください。（OCR 用紙には貼らないでください。）

■ 表紙のイラストについて ■ ◆ 説 明 会 の ご 案 内 ◆

決 算 法 人 説 明 会

開催日 時　間 場　所

１月20日（月） 13:30～16:00 葛飾法人会館

３月５日（水）
13:30～16:00 葛飾法人会館

３月18日（火）

４月９日（水） 13:30～16:00 葛飾法人会館

新 設 法 人 説 明 会

１月23日（木） 13:30～16:00 葛飾法人会館

税 務 相 談
月１回、１時間まで無料！
葛飾法人会では税に関する相談を
個別に行っています。まずは法人
会事務局へご連絡ください！

☎3693－3744

申し込み後、日時等をご相談の上決め
させていただきます。相談は原則とし
て葛飾法人会館で行い、東京税理士会
葛飾支部の税理士が相談に応じます。

※�時間を超えてご相談になられた場合、
超過時間につきましては相談者のご負
担になります。

　�帰る時に事務局にお支払ください。料
金は 30分につき5,000円と消費税にな
ります。

〇 �葛飾税務署より対象者にご案内はがきが届き
ますので、ご案内に従って説明会にご参加く
ださい。






